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浦川道太郎教授・略歴
1946年 3 月28日	 東京都世田谷区に生まれる
1965年 4 月	 早稲田大学第一法学部入学
1969年 4 月	 早稲田大学第一法学部卒業、早稲田大学大学院法学研究科修士課
程民事法学専攻入学
1972年 4 月	 早稲田大学大学院法学研究科修士課程民事法学専攻修了（法学修士）
	 早稲田大学大学院法学研究科博士課程民事法学専攻入学
1974年 4 月	 早稲田大学法学部助手（～1977年 3 月）
1975年 3 月	 早稲田大学大学院法学研究科博士課程民事法学専攻単位取得満期
退学
1977年 4 月	 早稲田大学法学部専任講師（～1980年 3 月）
1977年 6 月	 ドイツ連邦共和国ゲッティンゲン大学に留学（～1980年 1 月）
	 アレクサンダー・フォン・フンボルト財団研究奨学生（1977年10
月～1979年 7 月）
1980年 4 月	 早稲田大学法学部助教授（～1985年 3 月）
1980年 4 月	 國學院大学法学部非常勤講師（～1982年 3 月）
1985年 4 月	 早稲田大学法学部教授（～2004年 3 月）
1989年 1 月	 早稲田大学法学部学生担当教務主任臨時代行（後、同教務主任）
（～1990年 9 月）
1989年 4 月	 国士舘大学法学部非常勤講師（～1990年 3 月）
1992年 4 月	 立教大学法学部非常勤講師（～1993年 3 月）
1994年 7 月	 国税庁税務大学校部外講師（～2010年 2 月）
1996年 7 月	 早稲田大学広報室長（～1998年11月）
1998年11月	 早稲田大学図書館長（～2002年11月）
1998年11月	 早稲田大学評議員（～2002年11月）
1999年 4 月	 横浜国立大学大学院国際経済法学研究科非常勤講師（～同年 9月
／2000年 4 月～同年 9月）
1999年 9 月	 明治学院大学法学部非常勤講師（～2000年 9 月）
1999年11月	 琉球大学法文学部非常勤講師（～2000年 3 月）
2002年 8 月	 早稲田大学法科大学院開設準備委員会委員長（～2004年 3 月）
2004年 4 月	 早稲田大学大学院法務研究科教授（～2010年 3 月）
2004年 4 月	 早稲田大学大学院法務研究科長（2005年 3 月）
2004年 4 月	 早稲田大学評議員（～同年 7月）
2006年 7 月	 早稲田大学評議員（現在に至る）
2008年 3 月	 法科大学院協会理事（～2011年 6 月）
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2009年 4 月	 ゲッティンゲン大学法学部名誉法学博士
2010年 4 月	 早稲田大学法学学術院教授（現在に至る）
2012年 7 月	 早稲田大学法学会会長（～2014年 7 月）
2014年 9 月	 常葉大学非常勤講師（～2015年 3 月／2015年 9 月～2016年 3 月）
受賞・叙勲
2009年 2 月	 カンボジア王国友好勲章（Commandeur）
学会活動・社会活動など
［政府審議会等］
国民生活審議会臨時委員（臨時委員1987年 4月～1989年 2月／1991年 3月～1993年 1月）
国民生活審議会委員（1997年 9 月～2007年 9 月）
中央公害対策審議会専門委員（1989年 6 月～1992年 2 月）
運輸技術審議会特別委員（1997年12月～1998年12月／2000年 8 月～2001年 1 月）
住宅宅地審議会委員（1998年 9 月～2002年 8 月）






東京都消費生活対策審議会委員（1994年 6 月～2003年 6 月）



















家電製品 PLセンター運営委員会委員（2001年 4 月～2007年 3 月）
自動車製造物責任相談センター審査委員会委員（2001年 4 月～現在に至る）
OCLC（Online	Computer	Library	Center,	Inc）評議員（2001年 9 月～2004年 5 月）
損害保険料率算出機構自賠責保険（共済）審査会委員（2002年 4 月～2014年 6 月）










	 ［2016年 1 月現在］
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Ⅰ　著書等
『民法Ⅳ債権各論有斐閣 Sシリーズ』（藤岡康宏 ･磯村保 ･松本恒雄と共著）（1991年初


















































































「西ドイツにおける『遺伝子工学法』制定の動き」Law＆ Technology 4 号［14─22頁］
民事法研究会（1989年）






































「サービス提供に関する責任」民事法情報71号［ 4 ─ 5 頁］民事法情報センター（1992年）










































































































































「組長訴訟の生成と展開」Law ＆ Practice 4 号［145─162頁］早稲田大学大学院法務研
究科臨床法学研究会（2010年）
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［231─261頁］商事法務（2014年）
















「医師の説明義務（大阪地判昭和57年 6 月25日判タ474号210頁、横浜地判昭和57年 5 月
20日判タ476号170頁）」判例タイムズ493号［123─128頁］判例タイムズ社（1983年）


























「真実の証明（最判昭和41年 6 月23日民集20巻 5 号1118頁）」『不法行為法〔法学セミナ
ー増刊〕』［105─106頁］日本評論社（1985年）





10日民集38巻 6 号557頁）」法学セミナー30巻 3 号［135頁］日本評論社（1985年）
「名誉毀損による慰謝料請求権の行使上の一身専属性（最判昭和58年10月 6 日民集37巻
8 号1041頁）」法学セミナー30巻 3 号［136頁］日本評論社（1985年）







「検察官の論告と名誉毀損の成否（最判昭和40年 3 月 9 日民集39巻 4 号919頁）」法学セ
ミナー31巻 3 号［54頁］日本評論社（1986年）
「安全配慮義務─国の国家公務員に対する安全配慮義務とその違反に基づく損害賠償請
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「遊び仲間の置石による電車脱線転覆事故と事故回避措置をとらなかった者の責任（最











求償権（最判昭和63年 7 月 1 日判時1287号59頁）」判例セレクト’88（法学教室101号
付録）［23頁］有斐閣（1988年）


























「複数の使用者間における求償権の成立する範囲（最判平成 3年10月25日民集45巻 7 号
1173頁）」『ジュリスト・平成 3度重要判例解説』［80─82頁］有斐閣（1992年）
「下請企業の労働者に対する元請企業の安全配慮義務（最判平成 3年 4 月11日判時1391









地判平成 5 年 1 月28日判タ824号210頁／東京地判平成 4 年 4 月28日判時1469号106
頁）」判例タイムズ838号［54─61頁］判例タイムズ社（1994年）
「自動車損害賠償保障法72条 1 項に基づく内縁の配偶者と相続人の損害てん補請求（最
判平成 5年 4月 6日民集47巻 6 号4505頁）」私法判例リマークス 9号［74─77頁］日本
評論社（1994年）
「支店長代理による小切手の詐欺と金融機関の使用者責任（最判平成 6年11月21日金法
1427号42頁）」金融法務事情1428号（金融判例研究第 5 号）［ 7 ─10頁］金融財政事情
研究会（1995年）
「ゴルフ場開場の遅延による責任（東京地判平成 5 年 6 月24日判時1491号113頁）」森嶌
昭夫ほか編『消費者取引判例百選』［80─81頁］有斐閣（1995年）






「責任無能力者による失火と監督義務者の損害賠償責任（最判平成 7年 1 月24日民集49
巻 1 号25頁）」『ジュリスト ･平成 7年度重要判例解説』［71─72頁］有斐閣（1996年）
「民事責任・今期の主な裁判例」判例タイムズ908号［52─55頁］判例タイムズ社（1996年）
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号』［72─75頁］有斐閣（1996年）
「医薬品の能書に記載された使用上の注意事項と医師の注意義務（最判平成 8年 1 月23





「安全配慮義務（最判昭和50年 2 月25日民集29巻 2 号143頁）」平井宜雄編『民法の基本
判例［第 2版］（法学教室臨増刊）』［101─105頁］有斐閣（1999年）



























































（東京高判平成18年 8 月31日判時1950号76頁、弁護士懲戒事例集 9集10頁）」NBL957
号［109─115頁］商事法務研究会（2011年）
「弁護士報酬の『みなし成功報酬』特約が消費者契約法により無効とされた事例（横浜
地判平成21年 7 月10日判時2074号97頁）」判例評論629号（判例時報2111号）［ 8 ─12
頁］判例時報社（2011年）
「名古屋新幹線事件（名古屋高判昭和60年 4 月12日下民集34巻 1 ～ 4 号461頁）」淡路剛
久ほか編『環境法判例百選［第 2版］』［88─91頁］有斐閣（2011年）


































「公害法の原点に立ち返って（ 1）」（篠塚昭次 ･沢井裕 ･五十嵐敬喜 ･鎌田薫 ･内田勝
一 ･浦川道太郎）法律時報49巻11号［120─125頁］日本評論社（1977年）
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「災害法研究の現状と課題」（甲斐道太郎 ･池田恒男 ･浦川道太郎 ･小高剛 ･澤井裕 ･谷
口知平 ･安本典夫）法律時報56巻 5 号［ 8 ─35頁］日本評論社（1984頁）





「司法試験改革と法学教育」（浦川道太郎 ･村井敏邦 ･木内宜彦 ･浦部法穂 ･佐上善和）
法学セミナー402号［32─51頁］日本評論社（1988年）
「判決の問題点と評価─多摩川水害訴訟最高裁判決」（池田恒男 ･浦川道太郎 ･甲斐道太
郎 ･澤井裕 ･潮海一雄 ･芝池義一 ･高橋利明 ･安本典夫）法律時報63巻 4 号［15─38
頁］日本評論社（1991年）
「製造物責任と人身損害」（渡辺富雄 ･浦川道太郎 ･小島武司 ･平沼高明 ･高取健彦 ･三
井俊紘 ･木下博幸 ･金澤理）賠償医学14号［56─77頁］日本賠償科学会（1991年）
「『専門家の責任』法理の課題」（浦川道太郎 ･落合誠一 ･小林秀之 ･潮見佳男 ･下森定
･森島昭夫 ･山崎敏彦 ･川井健）法律時報67巻 2 号［30─56頁］日本評論社（1995年）
「PL 法元年」（浦川道太郎 ･ 伊藤堯 ･ 菅原哲朗 ･ 鈴木英久 ･ 木谷匡）体育施設299号
［74─85頁］体育施設出版（1995年）
「安全で安心できる社会をめざして」（小宮山洋子 ･小杉弘子 ･石田晃 ･浦川道太郎 ･塩
谷隆英）ESP279号［ 6 ─17頁］経済企画協会（1995年）
「製造物責任法への期待と今後の展望」（浦川道太郎 ･江崎芳雄 ･原早苗 ･三井俊紘 ･小
林秀之）『第 5回東京海上フォーラム』［44─70頁］東京海上研究所（1995年）
「大学図書館の近未来」（丸茂新 ･千代正明 ･紅野謙介 ･浦川道太郎 ･山野博史）大学時
報［14─29頁］日本私立大学連盟（1999年）








「法科大学院で学んで感じたこと」（浦川道太郎 ･荒井喜美 ･安藤裕通 ･篠田恵理香 ･管
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野朝子 ･ 米谷達也 ･ 塩田良介 ･ 山内真之）法学教室295号［ 4 ─25頁］有斐閣（2005
年）
「不法行為法の新時代を語る」（浦川道太郎 ･窪田充見 ･手嶋豊 ･山本敬三 ･後藤巻則）
法律時報78巻 8 号［ 4 ─27頁］日本評論社（2006年）
「新・判例診断麻酔医に各麻酔薬の投与量を調整すべき注意義務を怠った過失があり、
同過失と死亡との間に相当因果関係があるとされた事例（最判平成21年 3 月27日判タ









































































































「司法試験の改革とは─問われる法解釈学」全私学新聞1988年 5 月 3 日号（1988年）
「身のまわりの国際化」法学セミナー406号［144頁］日本評論社（1988年）























































セミナー604号［ 1 ─ 4 頁］日本評論社（2005年）
「家電製品 PLセンター創立10周年を迎えて」平成16年度家電製品 PLセンター年次報
告書［ 3 ─ 4 頁］家電製品 PLセンター（2005年）
「早稲田大学法科大学院における私の民法教育」創価ロージャーナル 3号［ 1 ─14頁］創
価大学法科大学院（2009年）
「早稲田大学法科大学院の挑戦」梓9号［ 1 ─ 3頁］早稲田大学法務教育センター（2012年）
「民法（債権関係）改正についての提言」（池田眞朗 ･五十川直行 ･浦川道太郎 ･笠井修
･角紀代恵 ･中舎寛樹 ･新美育文 ･松久三四彦 ･松本恒雄）法律時報84巻10号［82─
83頁］（2012年）
「多くの『夢』をかたちにする法科大学院教育研究支援システム」（浦川道太郎 ･飯塚容
晟）とこしえ2014年 2 月号［16─19頁］TKC（2014年）
	 ［2015年12月31日現在］
